
改革と展望一2003年度改定伊劣

2 中期的な経済財政運営の基本方針

(歳出抑制の目標と基礎的財政収支)

「改革と展望」においては、2006年度までの間、政府の大きさ(一般政
府の支出規模のGDP比)ほ2002年度の水準を上回らない程度とするこ
とを目指すこととしている。また、受益と負担の関係についても引き続
き検討を行うこととしている。なお、2004年度予算においては、2003年
度に続き、一般会計歳出及び一般歳出について実質的に前年度の水準以
下に抑制することを目標とした。また、地方財政についてもこれに準じ
た方針がとられた。

着実な経済成長と適切な財政構造改革なくして財政の健全化はあり得な
い。政府は、中期的に財政収支を確実に改善していくため、民間需要主
導の持続的成長を実現するための構造改革を加速するとともに、歳出改
革を加速する。こうした取組を継続することにより、 2002・2003年度と
GDP比5%台半ぱで推移している基礎的財政収支の赤字は、2004年度か
ら縮小に向かうものと見込まれる。

また、2006年度までに、国と地方双方が歳出削減努力を積み重ねつつ、

必要な行政サービス、歳出水準を見極め、また経済活性化の進展状況お
よび財政事情を踏まえ、必要な税制上の措置を判断する。

2007年度以降も、それ以前と同程度の財政収支改善努力を行うと同時に
民間需要主導の持続的成長を実現することにより、2010年代初頭におけ
る基礎的財政収支の黒字化を目指す。
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